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は じ め に

学校基本調査は、学校教育行政に必要な学校に関する基本的事項を明らかにすることを

目的に、昭和２３年から文部科学省が毎年実施しているものであり、統計法に基づく基幹

統計調査です。

この調査では、全国すべての学校で、その学校数・学級数・在学者数・教職員数・施設・

経費等が漏れなく調査されます。

学校基本調査の結果は、当面する教育の諸問題を解決する基礎資料として利用されてい

るばかりでなく、年次的推移を追うことによって、将来の教育計画を立てる際の貴重な資

料として役立てることができます。

この報告書は、平成２２年５月１日現在で実施しました平成２２年度の調査の滋賀県の

結果（幼稚園・小学校・中学校・高等学校・特別支援学校・専修学校・各種学校）をとり

まとめたものです。関係各分野で参考資料として御活用いただければ幸いです。

この調査の実施にあたり、御協力をいただきました各学校、教育委員会および市町関係

の皆様に厚くお礼申し上げますとともに、今後とも一層のご理解と御協力を賜りますよう

お願いいたします。

平成２３年２月

滋賀県総務部統計課長 中 村 道 也
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Ⅰ 調 査 の 概 要

この調査は、統計法(平成19年法律第53号)、統計法施行令(平成20年政令第334号)及び学校

基本調査規則(昭和27年文部省令第４号)に基づいて、毎年実施されているものです。

１ 調査の目的

この調査は、学校教育行政に必要な学校に関する基本的事項を明らかにすることを目的とし

ています。

２ 調査の期日

平成２２年５月１日

３ 調査の対象

（１）学校調査・・・・・・・・・幼稚園、小学校、中学校、高等学校、特別支援学校、専修学

校及び各種学校

（２）学校通信教育調査・・・・・通信制課程を置く高等学校

（３）不就学学齢児童生徒調査・・不就学の学齢児童及び学齢生徒

（４）学校施設調査・・・・・・・私立の幼稚園、小学校、中学校、高等学校、特別支援学校、

専修学校及び各種学校

公立の専修学校及び各種学校

（５）卒業後の状況調査・・・・・中学校、高等学校及び特別支援学校の中学部・高等部の卒業

者

４ 調査の種類と主要調査事項等

調査の種類 主 な 調 査 事 項 報 告 者

学校調査 学級数、在学者数、教職員数、入学者及び卒業 学 校 長

者数

学校通信教育調査 学科数、生徒数、教職員数 学 校 長

不就学学齢児童 就学免除・猶予者、１年以上居所不明者、 市町教育委員会

生徒調査 前年度中に死亡した学齢児童生徒数

学校施設調査 私立学校及び公立専修学校の土地、建物の面積 私立学校設置者

又は学校長

卒業後の状況調査 中学校、高等学校、特別支援学校（中学部・高 学 校 長

等部）卒業者の進路状況
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５ 調査の系統

（１）市町村立及び私立の小学校、中学校、幼稚園、専修学校及び各種学校

文部科学省 県 市 町 学 校

市町教育委員会 (不就学学齢児童生徒調査)

（２）高等学校及び県立学校

文部科学省 県 学 校

利用上の注意

１．この報告書は、学校基本調査規則に基づく、県知事が調査すべき公立および私立の諸学校

（幼稚園、小学校、中学校、高等学校、特別支援学校、専修学校、各種学校）および文部科学

大臣が直接調査する国立の学校（幼稚園、小学校、中学校、特別支援学校）について掲載し

ました。

２．学校数には、分校および休校中の学校も１校として含まれています。

３．市町名および園児・児童・生徒数は、調査日（５月１日）現在のものです。

４．教員数（本務者）には、充て指導主事、学校に籍を置き教育委員会事務局・教育研究所等

に勤務する者、留学者、海外日本人学校派遣者、休職者、教員組合事務専従者、産休代替者

および育児休業代替者が含まれています。

５．年齢は平成22年４月１日現在の満年齢です。

６．比率の算出については単位未満を四捨五入しています。このため、構成比の合計が 100.0

にならない場合があります。

７．統計表の符号の用法は、次のとおりです。

「 － 」 計数がない場合

「 0.0 」 計数が単位未満の場合

「 … 」 計数出現があり得ない場合または調査対象とならなかった場合

８．参考で掲載している数値は、｢平成22年度学校基本調査報告書｣（文部科学省平成22年12月

刊行）によるものです。



Ⅱ 調 査 結 果 の 概 要

Ａ 概 括
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Ⅱ 調 査 結 果 の 概 要

Ａ 概 括

１．学校調査の結果

(1)学校数（高等学校通信制を除く。以下同じ。）

総学校数（国立を含む）は、６４６校で前年度と同数でした。

学校種別にみると、幼稚園 １９２園(前年度と同数)、小学校 ２３６校(同１校増)、中学校 １０７

校(同増減なし)、高等学校 ５８校(同増減なし)、特別支援学校 １５校(同増減なし)、専修学校 ２７

校(同増減なし)、各種学校 １１校(同１校減)となっています。

(2)在学者数

在学者数は、幼稚園 １９,２７８人(前年度より２８０人減)、小学校 ８６,９０７人(同３５１人減)、

中学校 ４２,２３２人(同１８０人減)、高等学校 ３８,７０６人(同５８０人増)、特別支援学校

１,８５３人(同１４７人増)、専修学校 ２,１４０人(同１９２人増)、各種学校 ６５９人(同１３９人

増)でした。

(3)教員数(本務者)

本務教員数は、幼稚園 １,６４６人(前年度より５２人増)、小学校 ５,２５１人(同４６人増)、中

学校 ２,９７２人(同１６人減)、高等学校 ２,８０２人(同３４人増)、特別支援学校 １,１０９人(同

２５人増)、専修学校 ２０６人(同２人減)、各種学校 ５９人(同１人増)でした。

(4)長期欠席者数

平成２１年度間（平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日までの１年間）の長期欠席者(３０

日以上の欠席者)の数は、小学校が９１３人で前年度間より１００人減少、中学校が１,６９６人で前

年度間より５８人減少しました。

理由別では、小学校、中学校とも「不登校」が最も多く、小学校では４０６人(長期欠席者数に占め

る割合は４４.５％)、中学校では１,２３０人(同７２.５％)となっています。

◆ 学校種別学校数、在学者数、教員数 （単位：校（園）、人）

幼稚園 小学校 中学校 高等学校 特別支援 専修学校 各種学校 計 高等学校

（全・定） 学校 （通信制）

学校（園）数 192 236 107 58 15 27 11 646 4

(192) (235) (107) (58) (15) (27) (12) (646) (4)

在学者数 19,278 86,907 42,232 38,706 1,853 2,140 659 191,775 1,783

(19,558) (87,258) (42,412) (38,126) (1,706) (1,948) (520) (191,528) (1,839)

教員数 1,646 5,251 2,972 2,802 1,109 206 59 14,045 57

（本務者） (1,594) (5,205) (2,988) (2,768) (1,084) (208) (58) (13,905) (53)

（注）１．学校（園）数には、国立の学校および休校を含みます。また、分校も１校とします。
２．高等学校（通信制）は学校調査に含まれていないため、別掲で計上しています。なお、高等学校（通信制）４校のうち

うち１校は定時制と、１校は全日制・定時制との併置校であるため、学校数は高等学校（全・定）にも計上されています。
３．( )書きは、前年度の数値です。
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２．卒業後の状況調査の結果

(1)中学校卒業者

平成２２年３月の中学校卒業者総数は １４,４３９人で、前年より６９３人増加しました。

このうち、高等学校等進学者は１４,２５４人で、高等学校等進学率は９８.７％となり、前年より

０.３ポイント上昇しました。

一方、就職者総数（就職者数に、高等学校等に進学しながら就職している者を加えた数）は３６人

で、就職率は０.２％となり、前年より０.２ポイント低下しました。

(2)高等学校卒業者

平成２２年３月の高等学校卒業者総数は、１２,０９２人で前年より２７７人減少しました。

このうち、大学等進学者は７,１２３人で、大学等進学率は５８.９％となり、前年より０.３ポイ

ント低下しました。

一方、就職者総数（就職者数に、大学・専修学校等へ進学・入学しながら就職している者を加えた

数）は１,８４９人で、就職率は１５.３％となり、前年より１.１ポイント低下しました。

◆ 理由別長期欠席者数（３０日以上欠席者） （単位：人、％）

全児童・生徒数

平成21年度間 合 計 病 気 経 済 的 理 由 不 登 校 長期欠席者数 そ の 他 に占める「長期

に占める割合 欠席者」の割合

913 244 5 406 44.5 258 1.05

(1,013) (306) (8) (414) (40.9) (285) (1.16)

1,696 190 1 1,230 72.5 275 4.00

(1,754) (172) (2) (1,265) (72.1) (315) (4.18)

（注） ( )書きは、前年度の数値です。

小 学 校

中 学 校

◆ 状況別卒業者数（中学校および高等学校〔全・定〕、平成２２年３月卒） （単位：人）

卒業者 A 進学者 B 専修学校 C 専修学校 D 公共職業 E 就職者 F 一時的 G 左記 H 不詳 ・ ABCDのう 進学率 ％ 就職率

総 数 進学者 一般課程等 能力開発施 な仕事に 以外の 死亡の ち就職者 （高等学校等 ％

入学者 設等入学者 就いた者 者 者 （再掲） ・大学等）

中学校 14,439 14,254 5 1 19 33 126 1 3 98.7 0.2

男子 7,362 7,262 1 1 15 21 62 - 1 98.6 0.3

女子 7,077 6,992 4 - 4 12 64 1 2 98.8 0.2

（前年度） (13,746) (13,531) (4) (2) (23) (51) (135) (-) (5) (98.4) (0.4)

高等学校 12,092 7,123 1,763 499 91 1,847 263 506 - 2 58.9 15.3

男子 6,218 3,608 760 388 87 1,026 88 261 - 1 58.0 16.5

女子 5,874 3,515 1,003 111 4 821 175 245 - 1 59.8 14.0

（前年度） (12,369) (7,317) (1,680) (536) (68) (2,027) (224) (516) (1) (2) (59.2) (16.4)

（注）１．中学校卒業者総数には、国立の中学校卒業者を含みます。

２．「進学者」は、中学校においては高等学校等へ、高等学校においては大学・短大等へ進学した者です。

３．「専修学校進学者」は、中学校においては専修学校（高等課程）へ、高等学校においては専修学校（専門課程）へ進学した者です。

４．「就職率」は、卒業者総数に占める就職者総数「Ｅ 就職者＋ＡＢＣＤのうち就職者（再掲）」の割合です。
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Ｂ 概 要

学校調査

１．幼 稚 園

(1)園 数

幼稚園数は１９２園で、前年度と同数でした。

設置者別では、国立１園、市立１４８園(うち分園４園)、町立１６園(同２園)、私立２７園(学校法

人立２５園、その他の法人立２園)となっています。

園児数別にみると、園児数０人が３園、１～５０人が４９園、５１～１００人が５６園、１０１～

１５０人が３９園、１５１～２００人が３０園、２０１～２５０人が９園、２５１～３００人が５園、

３０１～４００人が１園となっています。 (表－１，表－２，表－３)

(2)園 児 数

園児数は１９,２７８人(男子９,８３４人、女子９,４４４人)で、前年度より２８０人(男子１０８

人減、女子１７２人減)、１.４％減少しました。

園児数を設置者別にみると、国立が１５９人、公立が１５,７９６人、私立が３,３２３人となって

います。公立の占める割合は８１.９％で、前年度より０.５ポイント低下しました。

また、本務教員１人当たりの園児数は、前年度より０.６人減少して１１.７人となり、全国平均

１４.５人と比べると２.８人少なくなっています。 (表－３，統計表第 1表)

(3)学 級 数

学級数(Ｎ学級※を含む)は８８７学級(国立５学級、公立７４９学級、私立１３３学級)で、前年度

より３学級減少しました。なお、Ｎ学級は２５学級でした。

次に、在園児のいる８６２学級を編制方式別にみると、３歳児のみが２１６学級(２５.１％)、４歳

児のみが３１４学級(３６.４％)、５歳児のみが３１６学級(３６.７％)、３歳児と４歳児と５歳児の

合同が１６学級(１.９％)となっています。

設置者別 公 立 私 立

国 立 県立 市立 町立 計 学校法人 その他の法人 個人 計 合 計

園 数 1 - 148(4) 16(2) 164(6) 25 2 - 27 192(6)

(注) （ ）内の数値は分園で内数です。

表－１ 設 置 者 別 幼 稚 園 数

幼 稚 園 数 園 児 数 （人）

0 1～50 51～100 101～150 151～200 201～250 251～300 301～400

計 192 3 49 56 39 30 9 5 1

国立 1 - - - - 1 - - -

公立 164 2 44 50 34 23 6 5 -

私立 27 1 5 6 5 6 3 - 1

表－２ 園 児 数 別 幼 稚 園 数
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また、収容人数別にみると、１～１５人が１５５学級(１８.０％)、１６～２０人が１８８学級

(２１.８％)、２１～２５人が２１７学級(２５.２％)、２６～３０人が１７８学級(２０.６％)、３１

～３５人が１０６学級(１２.３％)、３６～４０人が１８学級(２.１％)となっています。

(表-３, 統計表第1 表, 第3 表, 第4 表)

※Ｎ学級とは、学級が設置されているが、５月１日現在在園者がいない学級をいう。

(4)教 員 数

本務教員数は １,６４６人(男子５８人、女子１,５８８人)で、前年度より５２人、３.３％増加し

ました。(表－３，表－４)

（幼稚園）

年 度 計 男子教員 女子教員 男子教員の割合 女子教員の割合
人 人 人 ％ ％

平成12 1,206 42 1,164 3.5 96.5

13 1,287 46 1,241 3.6 96.4

14 1,354 47 1,307 3.5 96.5

15 1,449 52 1,397 3.6 96.4

16 1,502 49 1,453 3.3 96.7

17 1,543 51 1,492 3.3 96.7

18 1,533 48 1,485 3.1 96.9

19 1,585 48 1,537 3.0 97.0

20 1,592 53 1,539 3.3 96.7

21 1,594 55 1,539 3.5 96.5

22 1,646 58 1,588 3.5 96.5

表－４ 本務教員の男女の割合

本務教員１人当

年度 幼稚園数学級数 園児数 対前年度 本 務 対前年度たりの園児数 修了者数 就 園 率
増加率 教員数 増加率 滋賀県 全国 滋賀県 全国

園 学級 人 ％ 人 ％ 人 人 人 ％ ％

平成12 191 744 17,690 1.5 1,206 1.4 14.7 16.7 8,408 60.9 61.1

13 191 779 17,833 0.8 1,287 6.7 13.9 16.4 8,704 59.7 60.6

14 193 806 18,612 4.4 1,354 5.2 13.7 16.4 8,271 59.2 59.9

15 194 843 19,595 5.3 1,449 7.0 13.5 16.2 8,265 57.9 59.3

16 190 846 19,795 1.0 1,502 3.7 13.2 16.0 8,379 58.5 58.9

17 190 859 19,826 0.2 1,543 2.7 12.8 15.8 8,177 56.1 58.4

18 189 872 19,887 0.3 1,533 △ 0.6 13.0 15.6 8,297 57.2 57.7

19 188 882 20,047 0.8 1,585 3.4 12.6 15.3 7,996 55.8 57.2

20 190 888 20,111 0.3 1,592 0.4 12.6 15.1 8,133 55.7 56.7

21 192 890 19,558 △ 2.7 1,594 0.1 12.3 14.7 8,133 56.5 56.4

22 192 887 19,278 △ 1.4 1,646 3.3 11.7 14.5 7,871 55.9 56.2

（注）学級数はＮ学級を含みます。

表－３ 幼 稚 園 の 園 数 等 の 推 移
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(5)修了者数および就園率

平成２２年３月の幼稚園修了者数は ７,８７１人(男子３,９８６人、女子３,８８５人)で、前年度

より２６２人減少(男子１２６人減、女子１３６人減)しました。

また、本年度の小学校第１学年児童数(１４,０８８人)に対する幼稚園修了者の比率(就園率)は、前

年度より０.６ポイント低下して５５.９％となり、全国平均５６.２％を０.３ポイント下回っていま

す。(表－３, 統計表第 5 表)

２．小 学 校

(1)学 校 数

学校数は２３６校(本校２３３校、分校３校)で、前年度より１校増加しています。

設置者別では、国立１校、公立２３４校(うち分校３校)、私立１校となっています。(表－５,表－７)

これを規模別にみると、児童数５００人未満の学校は１６７校で、前年度より 1校増加、５００人

以上１,０００人未満の学校は６５校で、前年度と同数、１,０００人以上の学校は４校で、前年度と

同数でした。(表－６)

(2)児 童 数

児童数は８６,９０７人(男子 ４４,７２７人、女子 ４２,１８０人)で、前年度より３５１人、

０.４％減少しました。

１学級当たりの児童数は、２４.５人で、前年度より０.２人少なくなり、全国平均の２５.２人より

０.７人少なくなっています。

また、本務教員１人当たりの児童数は、前年度より０.２人少ない１６.６人で、全国平均の

１６.７人より０.１ポイント少なくなっています。 (表－７)

（小学校）

設置者別 国 立 市 立 町 立 計 私 立 合 計

学 校 数 1 217(3) 17 234(3) 1 236(3)

（注）（ ）内の数値は分校で内数です。

公 立

表－５ 設 置 者 別 学 校 数

(小学校）

区 分 平成17年度 18 19 20 21 22

構成比 構成比 構成比 構成比 構成比 構成比

校 ％ 校 ％ 校 ％ 校 ％ 校 ％ 校 ％

500 人 未 満 175 74.2 171 72.2 173 73.0 166 70.3 166 70.6 167 70.8

500人以上1,000人未満 57 24.2 62 26.2 60 25.3 65 27.5 65 27.7 65 27.5

1,000 人 以 上 4 1.7 4 1.7 4 1.7 5 2.1 4 1.7 4 1.7

合 計 236 100.0 237 100.0 237 100.0 236 100.0 235 100.0 236 100.0

表－６ 規 模 別 学 校 数 の 推 移
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(3)学 級 数

学級数は３,５５１学級で、前年度より２５学級増加しました。

これを学級編制別にみると、単式学級は３,００８学級（対前年度７学級減）、複式学級は１４学級

（同４学級増）、特別支援学級は５２９学級（同２８学級増）となっています。

(表－７, 統計表第 8 表)

(4)特別支援学級の在籍児童数

特別支援学級の在籍児童数は １,８９３人で、前年度より２００人増加しました。(表－８)

（小学校）

区 分 １年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年 計 学級数

知 的 障 害 148 180 197 196 194 169 1,084 245

肢 体 不 自 由 8 9 15 8 11 19 70 56

病弱・身体虚弱 7 6 2 4 2 3 24 20

弱 視 4 2 2 1 3 2 14 14

難 聴 5 4 4 2 3 2 20 18

言 語 障 害 - - - - - - - -

情 緒 障 害 124 128 139 97 102 91 681 176

合 計 296 329 359 308 315 286 1,893 529

児 童 数 （人）

表－８ 特別支援学級の種類別児童数

年 １学級当たり 本務教員１人
学校数 学級数 児童数 対前年度 本 務 対前年度 の児童数 当たりの児童数

度 増加率 教員数 増加率 滋賀県 全国 滋賀県 全国
校 学級 人 ％ 人 ％ 人 人 人 人

平成12 238( 5) 3,215 87,072 △ 2.0 4,771 △ 1.1 27.1 27.1 18.3 18.1

13 237( 5) 3,215 86,136 △ 1.1 4,788 0.4 26.8 26.9 18.0 17.9

14 237( 5) 3,225 85,409 △ 0.8 4,846 1.2 26.5 26.7 17.6 17.6

15 239( 5) 3,242 85,170 △ 0.3 4,887 0.8 26.3 26.5 17.4 17.5

16 238( 4) 3,285 85,385 0.3 4,949 1.3 26.0 26.3 17.3 17.4

17 236( 4) 3,276 85,767 0.4 4,961 0.2 26.2 26.1 17.3 17.3

18 237( 4) 3,417 86,465 0.8 5,006 0.9 25.3 25.9 17.3 17.2

19 237( 4) 3,478 86,354 △ 0.1 5,094 1.8 24.8 25.7 17.0 17.1

20 236( 3) 3,504 87,220 1.0 5,148 1.1 24.9 25.6 16.9 17.0

21 235( 3) 3,526 87,258 0.0 5,205 1.1 24.7 25.4 16.8 16.8

22 236( 3) 3,551 86,907 △ 0.4 5,251 0.9 24.5 25.2 16.6 16.7

（注）学校数の（ ）内の数値は分校で内数です。

表－７ 小学校の学校数等の推移
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(5)長期欠席者数

平成２１年度間（平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日までの１年間）の３０日以上の長

期欠席者数は９１３人で、前年度間より１００人減少しました。総児童数に占める割合は１.０５％で、

前年度間より０.１１ポイント低下しましたが、全国平均の０.７４％を０.３１ポイント上回っていま

す。

長期欠席者を理由別にみると、「不登校」が４０６人(全体の４４.５％)で最も多く、次いで「その

他」※ が２５８人(同２８.３％)、「病気」が２４４人(同２６.７％)、「経済的理由」が５人(同

０.５％) となっています。(図－１，表－９)

※「その他」：「病気」,「経済的理由」,「不登校」のいずれにも該当しない理由によるもの

図－１ 理由別長期欠席者数（小学校）
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（小学校）

年度間 合 計 病 気 経済的理由 不登校 その他

滋賀県 全国

人 人 人 人 人 ％ ％

平成 11 1,016 354 - 565 97 1.14 1.05

12 990 335 1 583 71 1.14 1.06

13 1,010 300 - 631 79 1.17 1.06

14 935 244 1 639 51 1.09 0.94

15 881 275 - 500 106 1.03 0.86

16 976 302 2 492 180 1.14 0.82

17 1,008 298 3 459 248 1.18 0.82

18 1,092 354 6 468 264 1.26 0.85

19 1,104 346 2 471 285 1.28 0.84

20 1,013 306 8 414 285 1.16 0.78

21 913 244 5 406 258 1.05 0.74

表－９ 理由別長期欠席者数

総児童数に占める割合
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(6)教 員 数

本務教員数は ５,２５１人（男子１,９５２人、女子３,２９９人）で、前年度より４６人、０.９％

増加しました。男女の割合では男子教員３７.２％、女子教員６２.８％となっています。

(表－７，表－10)

３．中 学 校

(1)学 校 数

学校数は１０７校(本校１０６校、分校１校)で、前年度と同数でした。

設置者別では、国立１校、公立１０１校（うち分校１校）、私立５校となっています。

(表－11, 表－13)

これを規模別にみると、生徒数５００人未満の学校は７５校で、前年度より１校増加、５００人以

上１,０００人未満の学校は３２校で、前年度より１校減少しました。(表－12)

（小学校）

年 度 計 男子教員 女子教員 男子教員の割合 女子教員の割合
人 人 人 ％ ％

平成12 4,771 1,797 2,974 37.7 62.3

13 4,788 1,788 3,000 37.3 62.7

14 4,846 1,792 3,054 37.0 63.0

15 4,887 1,809 3,078 37.0 63.0

16 4,949 1,822 3,127 36.8 63.2

17 4,961 1,832 3,129 36.9 63.1

18 5,006 1,863 3,143 37.2 62.8

19 5,094 1,908 3,186 37.5 62.5

20 5,148 1,928 3,220 37.5 62.5

21 5,205 1,928 3,277 37.0 63.0

22 5,251 1,952 3,299 37.2 62.8

表－10 本務教員の男女の割合

（中学校）

設置者別 国 立 県 立 市 立 町 立 計 私 立 合 計

学 校 数 1 3 91(1) 7 101(1) 5 107(1)

（注）（ ）内の数値は分校で内数です。

公 立

表－11 設 置 者 別 学 校 数

（中学校）

区 分 平成17年度 18 19 20 21 22

構成比 構成比 構成比 構成比 構成比 構成比

校 ％ 校 ％ 校 ％ 校 ％ 校 ％ 校 ％

500 人 未 満 72 67.9 75 70.8 75 70.1 76 71.0 74 69.2 75 70.1

500人以上1,000人未満 34 32.1 31 29.2 32 29.9 31 29.0 33 30.8 32 29.9

合 計 106 100.0 106 100.0 107 100.0 107 100.0 107 100.0 107 100.0

表－12 規 模 別 学 校 数 の 推 移



- 11 -

(2)生 徒 数

生徒数は ４２,２３２人(男子 ２１,７６６人、女子 ２０,４６６人)で、前年度に比べ１８０人、

０.４％減少しました。

１学級当たりの生徒数は、前年度より０.３人少ない２８.９人で、全国平均２９.４人より０.５人

少なくなっています。

また、本務教員１人当たりの生徒数は、前年度と同数の１４.２人で、全国平均の１４.２人と同数

でした。(表－13)

(3)学 級 数

学級数は １,４５９学級で、前年度より７学級増加しました。

これを学級編制別にみると、単式学級は１,２４６学級（対前年度２学級増）、複式学級は０学級

（同増減なし）、特別支援学級は２１３学級（同５学級増）となっています。(表－13, 統計表第 14 表)

(4)特別支援学級の在籍生徒数

特別支援学級の在籍生徒数は ６６０人で、前年度より７８人増加しました。(表－14)

（中学校）

区 分 １ 年 ２ 年 ３ 年 計 学 級 数

知 的 障 害 125 136 151 412 97

肢 体 不 自 由 5 3 13 21 18

病弱・身体虚弱 6 4 7 17 14

弱 視 2 1 1 4 4

難 聴 8 1 3 12 10

言 語 障 害 - - - - -

情 緒 障 害 75 65 54 194 70

合 計 221 210 229 660 213

生 徒 数 （人）

表－14 特別支援学級の種類別生徒数

年 １学級当たり 本務教員１人
学校数 学級数 生徒数 対前年度 本 務 対前年度 の生徒数 当たりの生徒数

度 増加率 教員数 増加率 滋賀県 全国 滋賀県 全国
校 学級 人 ％ 人 ％ 人 人 人 人

平成12 104(1) 1,508 48,147 △ 2.7 3,005 △ 0.9 31.9 32.4 16.0 15.9

13 104(1) 1,496 47,284 △ 1.8 3,020 0.5 31.6 32.1 15.7 15.6

14 103(1) 1,462 45,683 △ 3.4 2,967 △ 1.8 31.2 31.7 15.4 15.2

15 107(1) 1,455 44,394 △ 2.8 2,992 0.8 30.5 31.3 14.8 14.9

16 106(1) 1,438 42,785 △ 3.6 2,977 △ 0.5 29.8 31.0 14.4 14.7

17 106(1) 1,422 42,261 △ 1.2 2,960 △ 0.6 29.7 30.7 14.3 14.6

18 106(1) 1,410 41,581 △ 1.6 2,907 △ 1.8 29.5 30.4 14.3 14.5

19 107(1) 1,452 42,133 1.3 2,975 2.3 29.0 30.2 14.2 14.5

20 107(1) 1,446 41,958 △ 0.4 2,984 0.3 29.0 30.0 14.1 14.4

21 107(1) 1,452 42,412 1.1 2,988 0.1 29.2 29.7 14.2 14.4

22 107(1) 1,459 42,232 △ 0.4 2,972 △ 0.5 28.9 29.4 14.2 14.2

（注）学校数の（ ）内の数値は分校で内数です。

表－13 中学校の学校数等の推移
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(5)長期欠席者数

平成２１年度間（平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日までの１年間）の３０日以上の長

期欠席者数は１,６９６人で、前年度間より５８人減少しました。

総生徒数に占める割合は４.００％で、前年度間より０.１８ポイント低下しましたが、全国平均の

３.５６％を０.４４ポイント上回っています。

長期欠席者を理由別にみると、「不登校」が１,２３０人(全体の７２.５％)で最も多く、次いで「そ

の他」※ が２７５人(同１６.２％)、「病気」が１９０人(同１１.２％)、「経済的理由」が１人(同

０.１％)となっています。(図－２，表－15)

※「その他」：「病気」,「経済的理由」,「不登校」のいずれにも該当しない理由によるもの

（中学校）

年度間 合 計 病 気 経済的理由 不登校 その他

滋賀県 全国

人 人 人 人 人 ％ ％

平成 11 1,544 189 4 1,298 53 3.12 3.36

12 1,559 149 7 1,313 90 3.24 3.55

13 1,648 131 - 1,445 72 3.49 3.72

14 1,649 88 2 1,489 70 3.61 3.52

15 1,640 179 6 1,390 65 3.69 3.5

16 1,689 186 5 1,342 156 3.95 3.48

17 1,709 159 4 1,305 241 4.04 3.55

18 1,746 206 6 1,307 227 4.20 3.76

19 1,836 169 1 1,359 307 4.36 3.84

20 1,754 172 2 1,265 315 4.18 3.78

21 1,696 190 1 1,230 275 4.00 3.56

総生徒数に占める割合

表－15 理由別長期欠席者数

図－２ 理由別長期欠席者数（中学校）
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(6)教 員 数

本務教員数は ２,９７２人(男子 １,７５５人、女子 １,２１７人)で、前年度より１６人、０.５％

減少しました。また、男女の割合では、男子教員５９.１％、女子教員４０.９％となっています。

(表－13，表－16)

４．高 等 学 校

ａ 全日制、定時制課程

(1)学 校 数

学校数は５８校(公立４９校、私立９校)で、前年度と同数でした。

課程別では、全日制のみが５１校（公立４３校、私立８校）、定時制のみが３校（公立３校）、

全日制と定時制の両方ある併置校が４校（公立３校、私立１校）となっています。(表－17，表－19)

(2)入 学 状 況

今年度の高等学校入学者数は １３,５０９人で、前年度より６２７人増加しました。課程別では、

公立全日制 １０,７０８人(対前年度４７９人増)、私立全日制 ２,３７９人(同１０５人増)、公立定

時制２５４人(同４２人増)、私立定時制１６８人(同１人増)となっています。

また、入学志願者数は ２６,３１０人で、前年度より１,２８４人増加しました。課程別では、公立

（中学校）
年 度 計 男子教員 女子教員 男子教員の割合 女子教員の割合

人 人 人 ％ ％

平成12 3,005 1,781 1,224 59.3 40.7

13 3,020 1,796 1,224 59.5 40.5

14 2,967 1,794 1,173 60.5 39.5

15 2,992 1,787 1,205 59.7 40.3

16 2,977 1,771 1,206 59.5 40.5

17 2,960 1,747 1,213 59.0 41.0

18 2,907 1,726 1,181 59.4 40.6

19 2,975 1,759 1,216 59.1 40.9

20 2,984 1,754 1,230 58.8 41.2

21 2,988 1,745 1,243 58.4 41.6

22 2,972 1,755 1,217 59.1 40.9

表－16 本務教員の男女の割合

（高等学校）

公 立 私 立

設置者別 全日制 定時制 併置 計 全日制 定時制 併置 計 合 計

学 校 数 43 3 3 49 8 - 1 9 58

表－17 設 置 者 別 学 校 数
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全日制 １４,７６３人(対前年度４７４人増)、私立全日制 １０,８４４人(同８１０人増)、公立定時

制２７２人(同３８人増)、私立定時制４３１人(同３８人減)となっています。

志願倍率(入学志願者の入学定員に対する倍率)は全体で１.９１倍でした。課程別では、公立全日制

が１.３８倍、私立全日制が４.１２倍、公立定時制が０.９７倍、私立定時制が２.６９倍でした。

入学志願者が実際に入学した割合(入学率)は全体で５１.３％でした。課程別では公立全日制が

７２.５％、私立全日制が２１.９％、公立定時制が９３.４％、私立定時制が３９.０％でした。

高等学校入学者のうち他府県所在の中学校出身者は３０１人(男子１８０人、女子１２１人)で、前

年度より３８人減少(男子１８人減、女子２０人減)しました。また、入学者全体に占める割合は

２.２％で、前年度より０.４ポイント低下しました。

入学者のうち過年度中学校卒業者は６５人(男子４５人、女子２０人)で、前年度より６人増加(男子

３人減、女子９人増)しました。入学者全体に占める割合は０.５％で、前年度と同率でした。

(表－18，統計表第18表)

年 学 校 数 本務教員１人

生 徒 数 対前年度 本 務 対前年度 当たりの生徒数

度 計 全日制 定時制 併 置 増加率 教員数 増加率 滋賀県 全国

校 校 校 校 人 ％ 人 ％ 人 人

12 58 50 4 4 45,871 0.5 3,075 0.0 14.9 15.5

13 58 50 4 4 45,187 △ 1.5 3,078 0.1 14.7 15.2

14 58 50 4 4 43,920 △ 2.8 3,041 △ 1.2 14.4 15.0

15 58 50 4 4 42,694 △ 2.8 2,989 △ 1.7 14.3 14.7

16 58 50 4 4 42,003 △ 1.6 2,966 △ 0.8 14.2 14.5

17 58 50 4 4 40,782 △ 2.9 2,915 △ 1.7 14.0 14.3

18 58 51 4 3 39,892 △ 2.2 2,853 △ 2.1 14.0 14.1

19 58 51 4 3 38,676 △ 3.0 2,817 △ 1.3 13.7 14.0

20 58 51 3 4 38,431 △ 0.6 2,797 △ 0.7 13.7 14.0

21 58 51 3 4 38,126 △ 0.8 2,768 △ 1.0 13.8 14.0

22 58 51 3 4 38,706 1.5 2,802 1.2 13.8 14.1

(注）生徒数には、専攻科生徒を含みます。

表－19 高等学校(全日制、定時制課程)の学校数等の推移

区 分 入学者数 対前年差 入学志願者数 対前年差 志願倍率 入学率 入学定員
人 人 人 人 倍 ％ 人

公立全日制 10,708 479 14,763 474 1.38 72.5 10,680

私立全日制 2,379 105 10,844 810 4.12 21.9 2,630

公立定時制 254 42 272 38 0.97 93.4 280

私立定時制 168 1 431 △ 38 2.69 39.0 160

計 13,509 627 26,310 1,284 1.91 51.3 13,750

入学志願者数 入学者数

（注） 志願倍率（倍）＝ 入学率（％）＝ ×１００

入学定員 入学志願者数

表－18 高等学校課程別入学者数等
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(3)生 徒 数

生徒数は、総数が ３８,７０６人(男子 １９,７７１人、女子 １８,９３５人)で、前年度より

５８０人(男子１９１人増、女子３８９人増)、１.５％増加しています。

本科の生徒数を課程別にみると、全日制 ３７,３５４人(公立 ３０,７５５人、私立 ６,５９９人)、

定時制 １,３５２人(公立 ８６７人、私立 ４８５人)となっています。

また、本科の生徒数を学科別にみると、全日制では、普通科が２６,７８２人(全日制全体の７１.

７％)で最も多く、次いで総合学科が３,６８５人(同９.９％）、工業に関する学科が２,５１０人(同

６.７％)、商業に関する学科が１,５２１人(同４.１％)、農業に関する学科が１,２４７人(同３.３％)、

家庭に関する学科が５７７人(同１.５％）、福祉に関する学科が２１９人(同０.６％)、その他の学科

が８１３人(同２.２％）となっています。

一方、定時制では、普通科が８７５人(定時制全体の６４.７％)、工業に関する学科が２６９人(同

１９.９％)、家庭に関する学科が１２０人(同８.９％)、商業に関する学科が８８人(同６.５％)とな

っています。

また、本務教員１人当たりの生徒数は、前年度と同数の１３.８人で、全国平均１４.１人より

０.３人少なくなっています。(表－19，図－３，図－４，図－５，統計表第 17 表)

(4)教 職 員 数

本務教員数は２,８０２人(男子 １,９８２人、女子 ８２０人)で、前年度より３４人、１.２％増加

しました。

これを課程別にみると、公立全日制２,２２１人(男子１,５５４人、女子６６７人)、私立全日制

４７１人(男子３３６人、女子１３５人)、公立定時制９１人(男子７９人、女子１２人)、私立定時制

１９人(男子１３人、女子６人)となっています。

また、男女の割合は男子教員７０.７％、女子教員２９.３％でした。

一方、職員※数(本務者)は５５５人(男子２７３人、女子２８２人)で、前年度より４人増加(男子２

人減、女子６人増)しました。(表－19，表－20，統計表第 23 表，第 24 表)

※職員：事務職員、実習助手、学校図書館事務員、技術職員、養護職員（看護師等）、用務員等をいう。

図－３ 学科別生徒割合（本科全日制）
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工業学科
2,510人 (6.7%)

総合学科
3,685人
(9.9%)

普通科
26,782人
(71.7%)

その他の学科
813人 (2.2%）

福祉学科
219人 (0.6%)

家庭学科
577人 (1.5%)

農業学科
1,247人 (3.3%)

本科全日制
総生徒数
37,354人

図－４ 学科別生徒割合（本科定時制）
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ｂ 通信制課程

(1)学 校 数

学校数は４校(通信制課程のみの独立校が２校、定時制課程との併置校が１校、全日制・定時制課程

との併置校が１校)で、前年度と同数でした。

(2)生 徒 数

生徒数は １,７８３人(男子８８７人、女子８９６人)で、前年度より５６人(男子１６人減、女子

４０人減)、３.０％減少しました。

(3)教 員 数

本務教員数は５７人(男子４０人、女子１７人)で、前年度より４人増加(男子１人増、女子３人増)

しました。 (表－21，統計表第 55 表)

（高等学校）

年 度 計 男子教員 女子教員 男子教員の割合 女子教員の割合
人 人 人 ％ ％

平成12 3,075 2,246 829 73.0 27.0

13 3,078 2,235 843 72.6 27.4

14 3,041 2,187 854 71.9 28.1

15 2,989 2,151 838 72.0 28.0

16 2,966 2,116 850 71.3 28.7

17 2,915 2,090 825 71.7 28.3

18 2,853 2,053 800 72.0 28.0

19 2,817 2,015 802 71.5 28.5

20 2,797 1,996 801 71.4 28.6

21 2,768 1,978 790 71.5 28.5

22 2,802 1,982 820 70.7 29.3

表－20 本務教員の男女の割合

図－５ 本務教員１人当たりの生徒数の推移（高等学校）
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５．特別支援学校

(1)学 校 数

学校数は１５校(国立１校、県立１４校)で、前年度と同数でした。

(2)在学者および学級数

在学者の総数は １,８５３人(男子１,１８６人、女子６６７人)で、前年度より１４７人増加(男子

７８人増、女子６９人増)しました。内訳は幼稚部３１人、小学部５９２人、中学部４５０人、高等

部７８０人で、前年度と比べると幼稚部４人増、小学部２８人増、中学部３３人増、高等部は８２人

増となっています。

学級数は４７０学級で、前年度より１０学級増加しています。

(3)教職員数

本務教員は １,１０９人(男子４５２人、女子６５７人)で、前年度より２５人増加(男子１１人増、

女子１４人増)しました。

職員※数(本務者)は１７６人(男子８１人、女子９５人)で、前年度より１人減少しました。

※職員：事務職員、技術職員、寄宿舎指導員、実習助手、養護職員（看護師等）、学校栄養職員、学校給食

調理従業員、用務員等をいう。

(4)通学状況

在学者１,８５３人の通学状況をみると、家庭から通学している者が１,６５９人(在学者総数の

８９.５％)で最も多く、次いで、児童福祉施設からが９７人(同５.２％)、寄宿舎からが５８人(同

３.１％)、その他の医療機関からが２５人(同１.３％)、国立療養所重心病棟からが１４人(同０.８

％)の順となっています。 (表－22，統計表第 25 表，第 27 表，第 28 表，第 30 表)

年 度 学 校 数 生 徒 数 本 務 教 員 数
対前年度増加率 対前年度増加率

校 人 ％ 人 ％

平成 １２ 3 2,015 1.1 39 0.0

１３ 3 1,770 △ 12.2 42 7.7

１４ 3 1,762 △ 0.5 41 △ 2.4

１５ 3 1,793 1.8 43 4.9

１６ 3 1,816 1.3 41 △ 4.7

１７ 3 1,853 2.0 42 2.4

１８ 3 1,882 1.6 41 △ 2.4

１９ 3 1,800 △ 4.4 40 △ 2.4

２０ 4 1,909 6.1 61 52.5

２１ 4 1,839 △ 3.7 53 △ 13.1

２２ 4 1,783 △ 3.0 57 7.5

表－21 高等学校(通信制課程)の学校数等の推移
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６．専修学校

(1)学 校 数

学校数は２７校で、前年度と同数でした。

設置者別では、公立６校、私立 ２１校(学校法人立８校、社団法人立３校、その他の法人立６校、

個人立４校)となっています。

(2)生 徒 数

生徒数は ２,１４０人(男子７１１人、女子１,４２９人)で、前年度より１９２人増加(男子１１８

人増、女子７４人増)しました。設置者別では公立９８７人、私立１,１５３人で、私立の占める割合

は５３.９％となっています。また、課程別では専門課程２,０５３人(生徒全体の９５.９％)、高等課

程８６人(同４.０％)、一般課程１人(同０.０％)でした。

入学状況をみると、今年度の入学定員は１,５８５人で、このうち春期の入学定員は１,５４５人で

した。これに対し、春期の入学志願者数は２,２９７人で、入学志願率は１.５倍でした。

(3)教 員 数

本務教員数は２０６人(男子６１人、女子１４５人)で、前年度より２人減少(男子３人減、女子１人

増)しました。設置者別にみると、公立８０人、私立１２６人となっています。

(表－23，統計表第31表，第32表，第35表)

年度 学級数 在学者数 本務教員数

学級 人 人

平成 １２ 14 (1) 388 1,069 870

１３ 14 (1) 396 1,127 893

１４ 14 (1) 390 1,175 921

１５ 14 (1) 399 1,227 933

１６ 13 407 1,290 961

１７ 13 400 1,346 961

１８ 14 418 1,440 1,002

１９ 15 430 1,530 1,024

２０ 15 455 1,618 1,058

２１ 15 460 1,706 1,084

２２ 15 470 1,853 1,109

(注）生徒数には、専攻科生徒を含みます。

学校数の（ ）内の数値は分校で内数です。

平成12年度から平成18年度までの各数値は、盲・聾・養護学校の合計数です。

表－22 特別支援学校の学校数等の推移

学校数

校

（専修学校）

学 科 名 生 徒 数 割 合 学 科 名 生 徒 数 割 合
人 ％ 人 ％

工業関係その他 32 1.5 理学・作業療法 109 5.1

農 業 52 2.4 介 護 福 祉 48 2.2

農業関係その他 74 3.5 情 報 38 1.8

看 護 1,285 60.0 和 洋 裁 30 1.4

准 看 護 63 2.9 ス ポ ー ツ 118 5.5

歯 科 衛 生 87 4.1 文化教養関係その他 95 4.4

歯 科 技 工 22 1.0

柔 道 整 復 87 4.1 合 計 2,140 100.0

表－23 学 科 別 生 徒 数
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７．各種学校

(1)学 校 数

学校数は１１校で、前年度より１校減少しました。

設置者別では、１１校全て私立となっています。

(2)生 徒 数

生徒数は６５９人(男子３３１人、女子３２８人)で、前年度より１３９人増加(男子７４人増、女子

６５人増)しました。

また、修業年限別では修業年限１年未満の課程の生徒は５８０人(生徒全体の８８.０％)、１年以上

の課程の生徒は７９人(同１２.０％)でした。

(3)教 員 数

本務教員数は５９人(男子４２人、女子１７人)で、前年度より１人増加(男子増減なし、女子１人増)

しました。 (表－24， 統計表第 36 表，第 37 表，第 39 表)

不就学学齢児童生徒調査

１．就学免除者および就学猶予者数

学校教育法第２３条および同法第３９条第３項に規定する就学の免除または猶予を受けた学齢児童

生徒は、就学免除者が３人(児童３人、生徒０人)、就学猶予者は児童、生徒ともに０人でした。

２．居所不明者数と死亡者数

１年以上居所不明者は児童７人(前年度４人)、生徒１人(同０人)となっています。また、平成２１

年度間の学齢児童生徒死亡者は児童４人(前年度２人)、生徒３人(同１人)でした。

(表－25， 統計表第 61 表)

（各種学校）
課 程 名 生 徒 数 割 合 課 程 名 生 徒 数 割 合

人 ％ 人 ％

准 看 護 28 4.2 外 国 人 学 校 26 3.9

商業実務関係その他 67 10.2

自 動 車 操 縦 538 81.6

合 計 659 100.0

表－24 課 程 別 生 徒 数

（小学校・中学校の合計数）

区 分／調査年度 平成17年度 18 19 20 21 22

就 学 免 除 者 - - 3 2 3 3

就 学 猶 予 者 - - - - - -

１年以上居所不明者 3 4 2 4 4 8

学齢児童生徒死亡者 5 - 7 1 3 7

表－25 不就学学齢児童生徒数の推移
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卒業後の状況調査

１．中学校卒業者

(1)卒 業 者 数

平成２２年３月の中学校卒業者数は １４,４３９人(男子 ７,３６２人、女子 ７,０７７人)で、前

年より６９３人(男子３８１人増、女子３１２人増)、５.０％増加しました。(図－６)

卒業者を状況別にみると、高等学校等進学者(進学しながら就職している者を含む。以下同じ。)は

１４,２５４人(男子７,２６２人、女子６,９９２人)で、卒業者全体に占める割合は ９８.７％(前年

９８.４％)、専修学校(高等課程)進学者は５人(男子１人、女子４人)で０.０％(前年０.０％)、専修

学校(一般課程)等入学者は１人（男子１人）で０.０％(前年０.０％)、公共職業能力開発施設等入学

者は１９人(男子１５人、女子４人)で０.１％(前年０.２％)、就職者は３３人(男子２１人、女子１２

人)で０.２％(前年０.４％)、左記以外の者は１２６人(男子６２人、女子６４人)で０.９％(前年

１.０％)、不詳・死亡は１人（女子１人）で０.０％(前年０.０％)となっています。(統計表 第 41 表)

(2)高等学校等進学者数

高等学校等進学者は １４,２５４人(男子 ７,２６２人、女子 ６,９９２人)で、前年より７２３人

増加(男子４１６人増、女子３０７人増)しました。高等学校等進学率(卒業者全体に占める高等学校等

進学者の割合)は９８.７％で、前年より０.３ポイント上昇しました。これを男女別にみると、男子は

９８.６％で前年より０.５ポイント上昇し、女子は９８.８％で前年と同率でした。

また、全国平均９８.０％(男子９７.８％、女子９８.３％)と比べると、全体で０.７ポイント、男

子で０.８ポイント、女子で０.５ポイントそれぞれ上回りました。高等学校通信制課程への進学者を

除く高等学校等進学率は９７.１％で、前年より０.２ポイント上昇しました。(統計表第 41 表, 図－７)

図－６ 卒業者数の推移（中学校）
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高等学校等進学者の内訳をみると、高等学校の

全日制課程１３,４７５人(高等学校等進学者全体

の９４.５％)、定時制課程３３９人(同２.４％)、

通信制課程２３５人(同１.６％)、高等専門学校

５６人(同０.４％)、特別支援学校の高等部１４９

人(同１.０％)となっています。

また、これらのうち、他県への高等学校等進学

者は８５２人(男子４７１人、女子３８１人)で、

高等学校等進学者全体の６.０％を占めています。

次に、高等学校等への入学志願者数(ただし高等

学校の別科、通信制課程および特別支援学校高等

部別科を除く)は１４,０７３人(男子７,１８８人、

女子６,８８５人)で、卒業者全体に占める割合(高

等学校等進学志願率)は９７.５％となり、前年よ

り０.３ポイント上昇しました。さらに、この入学

志願者のうち実際に高等学校等へ進学した者

(１４,０１９人)の割合(入学率)は９９.６％で、

前年より０.２ポイント低下しました。

(統計表第 41 表, 第 42 表)

(3)専修学校(高等課程)進学者数

専修学校(高等課程)進学者は５人(男子１人、女子４人)で、前年より１人増加(男子１人減、女子２

人増)しました。卒業者全体に占める割合は０.０％で、前年と同率でした。(統計表第 41 表)

(4)専修学校(一般課程)等入学者数

専修学校(一般課程)等への入学者は１人（男子１人、女子０人)で、前年より１人減少（男子 1人増、

女子２人減）しました。 (統計表第 41 表)

(5)公共職業能力開発施設等入学者数

公共職業能力開発施設等への入学者は１９人(男子１５人、女子４人）で、前年より４人減少(男子

５人減、女子１人増）しました。卒業者全体に占める割合は０.１％で、前年より０.１ポイント低下

しました。

(統計表第 41 表)

(6)就 職 者 数

就職者３３人(男子２１人、女子１２人)に、高等学校等に進学しながら就職している者(高等学校等

進学就職者)３人(男子 1人、女子２人)を加えた就職者総数は３６人(男子２２人、女子１４人)で、前

年より２０人減少(男子１３人減、女子７人減）しました。 (統計表第 41 表)

図－７ 高等学校等進学率の推移
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卒業者全体に占める割合(就職率)は０.２％(男

子０.３％、女子０.２％)で、前年より０.２ポイン

ト低下 (男子０.２ポイント低下、女子０.１ポイン

ト低下)し、全国平均０.４％を０.２ポイント下回り

ました。(図－８)

また、就職者のうち県内に就職した者は３２人(男

子２０人、女子１２人)、県外に就職した者は４人(男

子２人、女子２人)でした。県外就職率は１１.１％

で、前年より３.２ポイント低下しました。

(図－９)

次に、就職者を産業別にみると、第１次産業に就

職した者は前年と同じく０人でした。第２次産業に

就職した者は１４人で就職者全体に占める割合は

３８.９％(前年３２.１％)、第３次産業に就職した

者は１８人で５０.０％(同６４.３％)等となってい

ます。

男女別にみると、男子では第２次産業に就職した

者が１３人(男子就職者全体の５９.１％)で最も多く、女子では第３次産業に就職した者が９人(同

６４.３％)で 最も多くなっています。(図－１０)

図－９ 就職先別就職者数（中学校）
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図－１０ 産業別就職者数（中学校）

第2次産業 14人

第2次産業 13人

第2次産業 1人

第3次産業 18人

第3次産業 9人

第3次産業 9人

その他 4人

その他 4人

0% 20% 40% 60% 80% 100%

女 14人

男 22人

計 36人

図－８ 中学校卒業者の就職率の推移
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２．高等学校卒業者

ａ 全日制・定時制課程

(1)卒 業 者 数

平成２２年３月の高等学校卒業者数は １２,０９２人(男子 ６,２１８人、女子 ５,８７４人)で、

前年に比べ２７７人(男子７６人減、女子２０１人減)、２.２％減少しました。

卒業者を状況別にみると、大学等進学者(進学しながら就職している者を含む。以下同じ。)は

７,１２３人(男子３,６０８人、女子３,５１５人)で、卒業者全体に占める割合は ５８.９％(前年

５９.２％)、専修学校(専門課程)進学者は １,７６３人(男子 ７６０人、女子 １,００３人)で

１４.６％(前年１３.６％)、専修学校(一般課程)等への入学者は ４９９人(男子 ３８８人、女子

１１１人)で４.１％(前年４.３％)、公共職業能力開発施設等入学者は ９１人(男子８７人、女子４

人)で０.８％(前年０.５％)、就職者は １,８４７人(男子１,０２６人、女子８２１人)で１５.３％

(前年１６.４％)、一時的な仕事に就いた者は ２６３人（男子８８人、女子１７５人）で２.２％（前

年１.８％）、左記以外の者は ５０６人(男子２６１人､女子２４５人)で４.２％(前年４.２％)、不

詳・死亡は ０人(前年０.０％)となっています。(図－11)

(2)大学等進学者数

大学・短期大学等へ進学した者は７,１２３人(男子３,６０８人、

女子３,５１５人)で、前年より１９４人減少(男子５０人減、女子

１４４人減)しました。大学等進学率(卒業者全体に占める大学等進

学者の割合)は５８.９％で、前年より０.３ポイント低下しました。

これを男女別にみると、男子は５８.０％で前年より０.１ポイン

ト低下し、女子は５９.８％で前年より０.４ポイント低下しました。

全国平均の５４.３％(男子５２.７％、女子５５.９％)と比べると、

全体で４.６ポイント、男子で５.３ポイント、女子で３.９ポイント

図－11 状況別卒業者数（高等学校）
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表－26 大学等進学率の全国順位

第１位 京都府 67.0 %

第２位 東京都 65.4 %

第３位 神奈川県 61.8 %

第４位 広島県 61.5 %

第５位 兵庫県 60.7 %

第９位 滋賀県 58.9 %

第４３位 青森県 42.7 %

第４４位 鹿児島県 41.7 %

第４５位 北海道 41.1 %

第４６位 岩手県 40.1 %

第４７位 沖縄県 36.6 %
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それぞれ上回りました。大学等進学率は、全国で９位

(前年７位)に位置しています。

(図－11, 表－26, 図－12)

大学等進学者の内訳をみると、大学学部６,１５２人

(進学者全体の８６.４％)、短期大学本科９６９人(同

１３.６％)、大学・短期大学の通信教育部及び放送大

学２人(同０.０％)となっています。

また、これを男女別にみると、男子では大学学部へ

の進学者が３,５１１人(進学者全体の９７.３％)、短

期大学本科への進学者が９７人(同２.７％)、女子では

大学学部への進学者が２,６４１人(同７５.１％)、短

期大学本科への進学者が８７２人(同２４.８％)、大学

・短期大学の通信教育部及び放送大学への進学者が２

人(同０.１％)となっています。

卒業者のうち大学学部・短期大学本科への入学志願

者は、大学学部が６,８４４人(男子４,００５人、女子

２,８３９人)、短期大学本科が ９９５人(男子 １００

人、女子 ８９５人)の合計７,８３９人 (男子４,１０５人、女子３,７３４人)で、そのうち、実際

にその学校へ入学した者の率(入学率)は、大学学部が８９.９％、短期大学本科が９７.４％となっ

ています。(統計表第 45 表)

(3)専修学校(専門課程)進学者数

専修学校(専門課程)進学者は １,７６３人(男子 ７６０人、女子 １,００３人)で、前年より

８３人増加(男子１０４人増、女子２１人減)しました。卒業者全体に占める割合は １４.６％で、

前年より１.０ポイント上昇しました。 (図－11, 統計表第 45 表)

(4)専修学校(一般課程)等入学者数

専修学校(一般課程)等への入学者は４９９人(男子３８８人、女子１１１人)で、前年より３７

人減少(男子２６人減、女子１１人減)しました。卒業者全体に占める割合は ４.１％で、前年よ

り０.２ポイント低下しました。 (図－11, 統計表第 45 表)

①専修学校(一般課程等)

専修学校(一般課程等)への入学者は１０９人(男子８１人、女子２８人)で、前年より４０人減

少(男子３２人減、女子８人減)しました。卒業者全体に占める割合は０.９％で、前年より０.３

ポイント低下しました。

②各種学校

各種学校への入学者は３９０人(男子３０７人、女子８３人)で、前年より３人増加(男子６人

増、女子３人減)しました。卒業者全体に占める割合は３.２％で、前年より０.１ポイント上昇

しました。

図－12 大学等進学率の推移
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(5)公共職業能力開発施設等入学者数

公共職業訓練施設等への入学者は９１人(男子８７人、女子４人)で、前年より２３人増加(男子

２６人増、女子３人減)しました。卒業者全体に占める割合は０.８％で、前年より０.３ポイント上

昇しました。 (図－11, 統計表第 45 表)

(6)就職者数

就職者数は１,８４７人(男子１,０２６人、女子８２１人) で、大学・専修学校等へ進学・入学し

ながら就職している者は２人(男子１人、女子１人)であることから、就職者総数は１,８４９人(男

子１,０２７人、女子８２２人)となっています。前年より１８０人減少(男子１５４人減、女子２６

人減)しました。

就職率は１５.３％(男子１６.５％、女子１４.０％)で前年より１.１ポイント低下しました。全

国平均の１５.８％(男子１８.４％、女子１３.１％)と比べると、全体で０.５ポイント下回りまし

た。就職率は、全国で３５位(前年３５位)に位置しています。(図－11,表－27,図－13, 統計表第 45 表)

①産業別就職者数

産業別に就職者数をみると、製造業１,０３５人

(就職者全体に占める割合５６.０％)、宿泊業,飲食

サービス業１４６人(同７.９％)、卸売業,小売業

１３４人(同７.２％)、医療,福祉１２０人(同６.５

％)、建設業９０人（４.９％）、生活関連サービス

業, 娯楽業８９人 (同４.８％)、運輸業,郵便業８７

人 (同４.７％)、などが主なものとなっています。

(図－14)

次に、男女別にみると、男子では製造業６８.１％、

建設業７.３％、運輸業,郵便業４.６％、公務(他に

分類されるものを除く)４.４％、宿泊業,飲食サービ

ス業４.１％ などとなっています。これに対し、女

子では製造業４０.９％、卸売業,小売業１２.７％、宿泊業,飲食サービス業１２.７％、医療,福祉

１２.５％、生活関連サービス業,娯楽業７.７％、の順となっています。(図－15, 図－16)

図－14 産業別就職者数（高等学校）

生活関連サービス
業，娯楽業
89人 (4.8%)

公務(他に分類さ
れるものを除く) 55

人 (3.0%)

その他 53人(2.9%)

サービス業（他に
分類されないもの）

40人 (2.2%)運輸業，郵便業
87人 (4.7%)

医療，福祉
120人 (6.5%)

卸売業，小売業
134人 (7.2%)

建設業 90人
(4.9%)
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（日本標準産業分類による）

就職者総数
1,849人

第１位 佐賀県 29.9 %
第２位 青森県 28.5 %
第３位 長崎県 27.9 %
第４位 岩手県 27.1 %
第５位 秋田県 26.8 %
第３５位 滋賀県 15.3 %
第４３位 大阪府 10.7 %
第４４位 奈良県 10.5 %
第４５位 京都府 8.5 %
第４６位 神奈川県 7.8 %
第４７位 東京都 5.8 %

表－27 就職率の全国順位

図－13 高等学校卒業者の就職率の推移
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②職業別就職者数

職業別に就職者数をみると、生産工程・労務作業者１,１０５人(就職者全体に占める割合５９.８

％)、サービス職業従事者２６４人(同１４.３％)、専門的・技術的職業従事者１３７人(同７.４％)、

事務従事者１３２人(同７.１％)、販売従事者１０７人(同５.８％) などが主なものとなっています。

男女別にみると、男子では、生産工程・労務作業者が全体の７７.１％を占めているのに対し、女子

では、生産工程・労務作業者３８.１％、サービス職業従事者２３.８％、事務従事者１３.９％、販売

従事者１０.６％などとなっています。(図－17, 図－18, 図－19)

③就職先の都道府県別就職者数

就職者のうち県内に就職した者は １,６４８人(男子９１５人、女子７３３人)で、就職者全体の

８９.１％(男子８９.１％、女子８９.２％)を占めています。

また、県外に就職した者は２０１人(男子１１２人、女子８９人)で、就職者全体の１０.９％(男子

１０.９％、女子１０.８％)となっています。

なお、県外の主な就職先は、京都府８７人、大阪府５１人、東京都１６人、愛知県１１人、岐阜県

５人、兵庫県５人の順となっています。(統計表第 52 表)

図－15 産業別就職者数（高等学校）
男子

製造業
699人
(68.1%)

運輸業，郵便業
47人 (4.6%)

建設業 75人
(7.3%)

公務(他に分類さ
れるものを除く)

45人 (4.4%)

宿泊業，飲食サー
ビス業

42人 (4.1%)

卸売業，小売業
30人 (2.9%)

その他 63人
(6.1%)

生活関連サービ
ス業，娯楽業
26人 (2.5%)

就職者総数
男子

1,027人

図－16 産業別就職者数（高等学校）
女子

その他 51人
(6.2%)

サービス業（他に
分類されないも
の） 21人 (2.6%)

運輸業，郵便業
40人 (4.9%)

生活関連サービス
業，娯楽業
63人 (7.7%)

医療，福祉
103人 (12.5%)

宿泊業，飲食サー
ビス業

104人 (12.7%) 卸売業，小売業
104人 (12.7%)

製造業
336人
(40.9%)

就職者総数
女子
822人

図－17 職業別就職者数（高等学校）
合計

生産工程・
労務作業者

1,105人
(59.8%)

運輸・通信従事者
45人 (2.4%)

保安職業従事者
38人 (2.1%)

その他 21人
(1.1%)

販売従事者
107人 (5.8%)

事務従事者
132人 (7.1%)

専門的・技術的
職業従事者
137人 (7.4%)

サービス職業
従事者 264人

(14.3%)

就職者総数
1,849人

図－18 職業別就職者数（高等学校）
男子

生産工程・
労務作業者

792人
(77.1%)

サービス職業
従事者 68人

(6.6%)

専門的・技術的
職業従事者
62人 (6.0%)

販売従事者
20人 (1.9%)

保安職業従事者
31人 (3.0%)

その他 14人
(1.4%)

事務従事者
18人 (1.8%)

運輸・通信従事者
22人 (2.1%)

就職者総数
男子

1,027人

図－19 職業別就職者数（高等学校）
女子

運輸・通信従事者
23人 (2.8%)

専門的・技術的
職業従事者
75人 (9.1%)

販売従事者
87人 (10.6%)

事務従事者
114人 (13.9%)

サービス職業従事者
196人 (23.8%)

生産工程・
労務作業者

313人
(38.1%)

その他 14人
(1.7%)

就職者総数
女子
822人
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ｂ 通信制課程

平成２１年度間の卒業者数は４０５人(男子１８０人、女子２２５人)で、前年度間より４人減少

しました。

卒業者の状況別内訳は、大学等進学者 ７６人(男子３６人・女子４０人、卒業者全体に占める割

合は１８.８％)、専修学校(専門課程)進学者 ６７人(男子３５人・女子３２人、同１６.５％)、専

修学校(一般課程)等入学者０人、公共職業能力開発施設等入学者４人(男子３人・女子１人、同

１.０％)、就職者５８人(男子３７人・女子２１人、同１４.３％)、左記以外の者２００人(男子

６９人・女子１３１人、同４９.４％)、不詳・死亡の者０人となっています。

(統計表第 60表)

３．特別支援学校卒業者

ａ 中 学 部

平成２２年３月の卒業者数は１３９人（男子９３人、女子４６人）で、前年より２０人増加しま

した。

卒業者の状況別内訳は、高等学校等進学者１３９人(男子９３人、女子４６人、卒業者全体に占め

る割合は１００.０％) となっています。

主な進学先は特別支援学校高等部となっています。 (統計表第 53表)

ｂ 高 等 部

平成２２年３月の卒業者数は１９７人（男子１３０人、女子６７人）で、前年より１６人減少し

ました。

卒業者の状況別内訳は、大学等進学者５人(男子３人、女子２人、卒業者全体に占める割合２.５

％)、専修学校(専門課程)進学者２人(男子２人、同１.０％)、公共職業能力開発施設等入学者４人(男

子３人、女子１人、同２.０％)、就職者４４人(男子３０人、女子１４人、同２２.３％)、左記以外

の者１４２人(男子９２人、女子５０人、同７２.１％)となっています。

(統計表第 54表)
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